
過
去
最
大
の
決
算

　
令
和
２
年
度
は
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ

ル
ス
感
染
症
対
策
と
し
て
、
国
の
施
策

に
呼
応
し
た
感
染
防
止
策
、
市
民
や
事

業
所
へ
の
切
れ
目
の
な
い
支
援
な
ど
に

注
力
し
、
ま
た
、
新
可
燃
物
処
理
施
設

や
保
健
所
の
整
備
を
は
じ
め
と
し
た
重

点
施
策
を
着
実
に
進
め
ま
し
た
。
９
月

豪
雨
や
12
月
の
大
雪
な
ど
、
頻
発
化
・

激
甚
化
す
る
災
害
へ
の
対
応
、
さ
ら
に

は
、
人
口
減
少
の
克
服
に
向
け
た
地
方

創
生
の
推
進
や
地
域
共
生
社
会
の
実

現
、
妊
娠
・
出
産
・
子
育
て
支
援
な
ど

の
施
策
を
積
極
的
に
展
開
し
、
市
民
生

活
の
向
上
を
図
り
ま
し
た
。

　
歳
出
で
は
、
特
別
定
額
給
付
金
や
、

制
度
融
資
な
ど
切
れ
目
の
な
い
緊
急
経

済
対
策
、積
極
的
な
Ｐ
Ｃ
Ｒ
検
査
な
ど
、

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
対
策
と
し
て
総

額
約
３
５
８
億
円
を
計
上
し
、
特
別
会

計
を
含
む
歳
出
総
額
は
過
去
最
大
と
な

り
ま
し
た
。

　
歳
入
で
は
、
地
域
経
済
へ
の
感
染
拡

大
の
影
響
に
よ
る
市
税
の
減
収
、
ま
た

地
方
交
付
税
も
減
と
な
り
ま
し
た
が
、

国
の
感
染
症
対
応
地
方
創
生
臨
時
交
付

金
の
活
用
や
、
減
収
補
て
ん
債
お
よ
び

徴
収
猶
予
特
例
債
の
発
行
、
財
政
調
整

基
金
の
取
り
崩
し
な
ど
に
よ
り
財
源
を

確
保
し
ま
し
た
。
そ
の
結
果
、
令
和
２

年
度
は
過
去
最
大
の
歳
出
総
額
で
あ
り

ま
し
た
が
、黒
字
決
算
と
な
り
ま
し
た
。

健
全
財
政
の
堅
持

　
一
般
会
計
に
お
け
る
市
債
の
残
高
は

増
額
と
な
り
ま
し
た
が
、
中
・
長
期
的

な
財
政
運
営
の
指
標
で
あ
る
「
実
質
公

債
費
比
率
」
は
、
国
が
示
す
基
準
を
大

き
く
下
回
り
ま
し
た
。【
グ
ラ
フ
①
】

　
特
別
会
計
や
水
道
、
病
院
、
下
水
道

な
ど
の
会
計
の
負
債
を
合
算
し
て
求
め

る
「
将
来
負
担
比
率
」
も
国
の
基
準
を

大
き
く
下
回
り
ま
し
た
。【
グ
ラ
フ
②
】

　
こ
れ
は
、
こ
れ
ま
で
財
政
健
全
化
の

取
り
組
み
の
成
果
で
あ
り
、
本
市
の
健

全
財
政
の
堅
持
を
表
し
て
い
ま
す
。

一般会計一般会計
▶グラフの見方
　費目（構成比）
　金額
　（対前年度増減）

▼依存財源
国や県により定められた額を交付された
り、割り当てられたりする収入。

▶自主財源
市が自ら調達できる収入。

1299億1928万円
（277億3835万円）

歳出（目的別）

議会費・災害復旧費（0.5%）
5億9314万円（▲7億9976万円）

消防費（2.2%）
28億7384万円（3595万円）農林水産業費（2.9%）

37億9675万円  
（3億2481万円）

衛生費（8.3%）
107億2606万円  

（29億5045万円）

土木費（5.5%）
71億8864万円

（▲3億8984万円）

教育費（7.1%）
92億2281万円

（▲13億5940万円）

公債費（7.3%）
95億2799万円

（▲191万円）

   商工費（15.5%）
201億6575万円

（111億6747万円）

総務費（23.6%）
306億5986万円

（150億6027万円）

民生費（27.1%）
351億6443万円

（7億5030万円）

1325億7706万円
（283億0524万円）

歳入

地方交付税（17.1%）
227億2433万円

（▲6億8756万円）

繰入金（2.1%）
28億0133万円

（6億5700万円）
財産収入・寄附金（0.5%）
7億0225万円

（1億8774万円）

依存財源（61.6％）
816億2261万円 

国庫支出金（26.8%）
354億5889万円

（219億0255万円） 

市債（8.3%）
110億5625万円

（▲36億5005万円）

譲与税・交付金（4.2％）
55億0853万円  

（6億6915万円）

諸収入（15.0%）
199億2958万円

（101億8717万円）

繰越金（1.6%）
20億9089万円  

（▲4億3538万円）

使用料・手数料（1.0%）
13億2699万円  
（▲5600万円）

分担金・負担金（0.4％）
5億1395万円
（▲2億9704万円）

県支出金（5.2%）
68億7461万円

（1億1168万円） 

市税（17.8%）
235億8947万円
（▲2億8403万円）

自主財源（38.4％）
509億5446万円  

総括表（一般会計・特別会計）
区　分 歳　入 前年度比

伸び率（％） 歳　出 前年度比
伸び率（％）

一 般 会 計 1325億7706万円 27.1 1299億1928万円 27.1

特 別 会 計 409億8800万円 1.1 397億8463万円 0.6

特
　
別
　
会
　
計
　
内
　
訳

土地区画整理費 8929万円 ▲ 20.4 8331万円 ▲ 17.8
公設地方卸売市場事業
費 4269万円 4.0 3520万円 7.5

国民健康保険費 182億2255万円 ▲ 1.5 180億1175万円 ▲ 1.2
高齢者 ･ 障害者住宅整備
資金貸付事業費 79万円 3.0 59万円 ▲ 0.8

住宅新築資金等
貸付事業費 9831万円 24.5 8509万円 46.8

土地取得費 36万円 0.0 36万円 7.8

墓苑事業費 3554万円 28.1 2884万円 29.5

介護保険費 200億9656万円 3.1 192億1217万円 2.1

財産区管理事業費 1431万円 14.1 434万円 39.9

温泉事業費 4720万円 ▲ 16.7 4359万円 ▲ 15.3

観光施設運営事業費 4701万円 479.3 4701万円 479.3
介護老人保健施設事業
費 8181万円 0.0 8181万円 0.0

後期高齢者医療費 21億1868万円 2.1 21億1595万円 2.1

電気事業費 2909万円 0.4 2762万円 ▲ 3.0
母子父子寡婦福祉資金
貸付事業費 6381万円 44.4 701万円 ▲ 34.9

合　計 1735億6506万円 19.8 1697億0391万円 19.8
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【グラフ①】一般会計における市債残高と
　　　　　  実質公債費比率 (※) の推移

【グラフ②】将来負担比率の推移
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※ 実質公債費比率…地方公共団体の借入金（地方
債）の返済額（公債費）の大きさを、その地方公
共団体の財政規模に対する割合で表したもの。早
期に健全化が必要な数値は25％超。
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■特集　令和 2 年度決算

義
務
的
経
費

そ
の
他
経
費

投
資
的

経
費

消
費
的
経
費

（5.5％）

（0.8％）

（6.8％）

（1.0％）

（15.8％）

（7.3％）

（10.1％）

（28.8％）

（14.0％）

（9.9％）
人件費
 128億7668万円 （5億5612万円）

公債費
 95億2689万円 （▲298万円） 

物件費
 130億6559万円 （3億5297万円）

維持補修費
 10億4416万円 （1億7066万円）

補助費等
 374億5517万円 （222億4427万円）

普通建設事業費・災害復旧事業費
 87億9081万円 （▲70億1932万円）

出資・貸付金
 181億8203万円 （102億0602万円）

積立金
 12億2146万円 （3億9389万円）

繰出金
 71億9314万円 （2億0282万円）

扶助費
 205億6337万円 （6億3390万円）

〜 

令
和
２
年
度
に

実
施
し
た
主
な
施
策 

〜

【重点施策】 【新型コロナウイルス感染症対策】

・市独自の経済持続化給付金
・住宅小規模リフォーム助成
・GIGA スクール構想の推進

・鳥取市保健所の整備
・新可燃物処理施設の整備
・総合支所の耐震改修

・特別定額給付金
・ひとり親世帯への臨時特別給付金
・PCR 検査の実施

歳出（性質別）

コロナ禍を乗り越え 将来を見据えたコロナ禍を乗り越え 将来を見据えた
持続可能なまちづくり持続可能なまちづくり

【特集】　令和２年度決算

　令和２年度決算が９月市議会定例会で認定されました。一般会計・特別会計全て黒字決算となり、
健全な財政運営を行うことができました。その概要について一般会計を中心にお知らせします。
問い合わせ先　本庁舎行財政改革課  0857-30-8111  0857-20-3948

保健所機能を集約した駅南庁舎保健所機能を集約した駅南庁舎 タブレットを活用した授業タブレットを活用した授業市庁舎などの感染防止対策市庁舎などの感染防止対策
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